
○益田市附属機関設置条例 

平成２５年３月２８日 

益田市条例第１３号 

改正 平成２５年１２月２５日条例第２６号 

平成２６年３月２８日条例第５号 

平成２７年３月３１日条例第８号 

平成２８年３月２５日条例第１１号 

平成２８年９月２３日条例第４３号 

平成２９年３月２８日条例第４号 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に

基づき、本市が設置する附属機関に関しては、法律又は他の条例に定めがある

ものを除くほか、この条例の定めるところによる。 

（設置等） 

第２条 別表に掲げる執行機関に附属機関を置き、その担任事務、委員の定数及

び構成、任期並びに表決方法については、同表に掲げるとおりとする。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、附属機関に関し必要な事項は、その附属

機関の属する執行機関が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、別表に掲げる附属機関のうち既に設置されている附属

機関及びその委員（任期を含む。以下同じ。）は、この条例に基づく附属機関

及びその委員とみなす。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

益田市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 



附 則（平成２５年１２月２５日条例第２６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

条例第１９号）の一部を次のように改める。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２６年３月２８日条例第５号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

益田市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２８年３月２５日条例第１１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

益田市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２８年９月２３日条例第４３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この条例施行の日以後最初に委嘱される在宅医療・介護連携推進協議会の委

員の任期は、益田市附属機関設置条例第２条の規定にかかわらず、平成３０年

３月３１日までとする。 



（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

益田市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２９年３月２８日条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

益田市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

別表（第２条関係） 

附属機

関の属

する執

行機関 

附属機関の名称 担任事務 委員の定数及び構

成 

委員の

任期 

表 決 方

法 

市長 益田市総合戦略審

議会 

益田市人口ビジョ

ン の 策 定 及 び ま

ち・ひと・しごと

創生法（平成２６

年 法 律 第 １ ３ ６

号）第１０条第１

項の規定による市

町村まち・ひと・

しごと創生総合戦

略の策定に関し必

要な事項について

審議し、及びその

効果について検証

を行うこと。 

１３人以内 

１ 産業分野の識

見を有する者 

２ 金融分野の識

見を有する者 

３ 労働分野の識

見を有する者 

４ 学識経験者 

５ 関係行政機関

の職員 

６ その他市長が

必要と認める者 

１年 出 席 委

員 の 過

半数 



益田市道の駅整備

検討委員会 

市 長 の 諮 問 に 応

じ、道の駅整備基

本構想及び道の駅

整備基本計画の策

定に関し必要な事

項について調査検

討し、及び答申す

ること。 

１５人以内 

１ 農林水産業関

係者 

２ 商工観光関係

者 

３ 学識経験者 

４ 関係行政機関

の職員 

５ その他市長が

必要と認める者 

構想及

び計画

の策定

が終了

するま

での間 

出 席 委

員 の 過

半数 

益田市入札・契約

適正化委員会 

一般競争入札に係

る入札参加資格の

設定の理由及び経

緯、指名競争入札

に係る指名の理由

及び経緯、随意契

約とした理由その

他入札及び契約制

度の改善に関する

事項について審議

を行い、意見具申

又は勧告を行うこ

と。 

５人以内 

公正中立の立場で

客観的に入札及び

契約についての審

査を適切に行うこ

とができる学識経

験等を有する者 

３年 出 席 委

員 の 過

半数 

益田市指定管理施

設モニタリング委

員会 

施設管理に関する

評価、意見具申そ

の他指定管理施設

の適正な運営を確

保するために必要

な事項について、

建議すること。 

６人以内 

識見を有する者 

２年 ― 



益田市地域福祉計

画策定委員会 

社会福祉法（昭和

２６年法律第４５

号）第１０７条の

規定による益田市

地域福祉計画の策

定に関する事項を

調 査 審 議 す る こ

と。 

３０人以内 

１ 社会福祉施設

関係者 

２ 生活関連企業

関係者 

３ NPO・ボランテ

ィア関係者 

４ 地域福祉活動

団体の代表者 

５ 当事者団体及

び家族代表 

６ 小地域福祉活

動計画策定関係

者 

７ 識見を有する

者 

８ 関係行政機関

の職員 

９ その他市長が

適当と認める者 

計画の

策定が

終了す

るまで

の間 

出 席 委

員 の 過

半数 

益田市食育推進会

議 

食育基本法（平成

１７年法律第６３

号）に基づき、本

市の食育の推進に

関する施策を総合

的かつ計画的に推

進するために必要

な事項を審議する

こと。 

２２人 

１ 地域振興セン

ター長会の代表

者 

２ 健康ますだ市

２１推進協議会

の代表者 

３ 益田地区栄養

士会の代表者 

４ 益田市食生活

２年 ― 



改善推進協議会

の代表者 

５ 益田市保育研

究会の代表者 

６ 益田市私立幼

稚園連合会の代

表者 

７ 益田商工会議

所の代表者 

８ 島根県農業協

同組合西いわみ

地区本部の代表

者 

９ 漁業協同組合

JFしまね益田支

所の代表者 

１０ 高津川漁業

協同組合の代表

者 

１１ 益田市医師

会の代表者 

１２ 益田鹿足歯

科医師会の代表

者 

１３ 益田市小中

学校長会の代表

者 

１４ 益田青果株

式会社の代表者 

１５ 株式会社キ



ヌヤの代表者 

１６ 有限会社赤

雁の里の代表者 

１７ 益田市保育

研究会保護者会

の代表者 

１８ 益田市私立

幼稚園 PTA連合

会の代表者 

１９  益田市PTA

連合会（小・中

学校）の代表者 

２０ 島根県益田

保健所の代表者 

２１ 西部農林振

興センター益田

事務所の代表者 

２２ 益田教育事

務所の代表者 

益田市子ども・子

育て会議 

市 長 の 諮 問 に 応

じ、子ども・子育

て支援法（平成２

４ 年 法 律 第 ６ ５

号）第７７条第１

項の規定により市

の特定教育・保育

施設等の利用定員

の設定及び益田市

子ども・子育て支

援事業計画の策定

２０人以内 

１ 子どもの保護

者 

２ 子ども・子育

てに関わる各種

団体を代表する

者 

３ 子ども・子育

てに関する事業

に従事する者 

４ 子ども・子育

２年 出 席 委

員 の 過

半数 



等に関し意見を述

べ、並びに市の子

ども・子育て支援

施策の総合的かつ

計画的な推進に関

し必要な事項及び

当該施策の実施状

況 に つ い て 調 査

し、審議すること。 

てに関し識見を

有する者 

５ その他市長が

適当と認めるも

の 

益田市老人福祉計

画推進協議会 

市 長 の 諮 問 に 応

じ、老人福祉法（昭

和３８年法律第１

３３号）第２０条

の８第１項の規定

により市が策定す

る益田市老人福祉

計画に関する調査

審議を行い、及び

答申すること。 

２０人以内 

学識経験者並びに

福祉団体及び関係

団体の代表者 

３年 出 席 委

員 の 過

半数 

益田市老人福祉計

画モニタリング委

員会 

市 長 の 諮 問 に 応

じ、老人福祉法（昭

和３８年法律第１

３３号）第２０条

の８第１項の規定

により市が策定す

る益田市老人福祉

計画に利用者の意

識、市民ニーズ等

を反映させていく

ために当該計画の

１０人以内 

１ 益田市老人福

祉計画策定委員

会委員であった

者 

２ 益田市老人福

祉計画作業部会

員であった者 

３ 高齢者福祉に

関するサービス

事業所の代表 

３年 出 席 委

員 の 過

半数 



進捗状況を調査審

議し、及び答申す

ること。 

４ 地区において

推薦のあった者

等市民の中から

選任した者 

益田市障がい者自

立支援協議会 

障がい者の生活を

支えるための相談

支援事業をはじめ

とする事業運営の

システム作り及び

障害福祉サービス

の提供体制確保及

び関係機関による

ネットワークの構

築のために必要な

事項について調査

審議し、及び提言

すること。 

２５人以内 

１ 相談支援事業

者 

２ 障害福祉サー

ビス事業者 

３ 保健・医療関

係者 

４ 教育・雇用関

係機関の推薦す

る者 

５ 障がい者関係

団体の代表 

６ 学識経験者 

７ 関係行政機関

の職員 

８ 障がい者又は

その家族 

９ 公募による一

般市民 

３年 ― 

益田市地域ケア会

議 

高齢者福祉の増進

を包括的に支援す

る総合的な地域ネ

ットワークの構築

を実現するために

必要な事項につい

て調査審議し、及

３０人以内 

１ 高齢者福祉に

関するサービス

提供事業所及び

職能団体の代表

者 

２ 地域福祉に関

３年 出 席 委

員 の 過

半数 



び提言すること。 するサービス提

供事業所及び職

能団体の代表者 

３ 医療機関の代

表者 

４ 行政機関の代

表者 

５ 高齢者虐待及

び認知症につい

て識見を有する

者 

益田市地域密着型

サービス運営委員

会 

地域密着型サービ

スの指定、取消し、

指定基準及び介護

報酬の設定、質の

確保及び運営評価

その他適正な運営

を確保するために

必要であると判断

した事項について

審議し、及び建議

すること。 

１０人以内 

１ 介護保険の被

保険者 

２ 介護サービス

又は介護予防サ

ービスの利用者 

３ 介護サービス

又は介護予防サ

ービスに関する

事業者 

４ 地域における

保健、医療及び

福祉関係事業等

を担う関係者 

５ 介護に関する

学識経験を有す

る者 

３年 出 席 委

員 の 過

半数 

益田市地域包括支

援センター運営協

地域包括支援セン

ターの設置、運営、

１５人以内 

１ 介護サービス

３年 出 席 委

員 の 過



議会 職員の確保その他

地域包括ケアに関

することについて

協議し、及び建議

すること。 

又は介護予防サ

ービスに関する

事業者及び職能

団体の代表者 

２ 介護サービス

若しくは介護予

防サービスの利

用者又は介護保

険の被保険者 

３ 介護保険以外

の地域資源や地

域における権利

擁護、相談事業

等を担う関係者 

４ 地域ケアに関

する学識経験を

有する者 

半数 

益田市在宅医療・

介護連携推進協議

会 

市 長 の 諮 問 に 応

じ、介護保険法（平

成９年法律第１２

３号）第１１５条

の４５第２項第４

号の規定により市

が実施する在宅医

療・介護連携推進

事業に関し、在宅

による医療及び介

護の連携の推進に

係る現状、課題及

び対策について調

１５人以内 

１ 地域医療に関

わる事業者、職

能団体等の代表

者 

２ 介護サービス

又は介護予防サ

ービスに関わる

事業者、職能団

体等の代表者 

３ 権利擁護に係

る相談支援事業

に関わる団体等

３年 出 席 委

員 の 過

半数 



査審議すること。 の代表者 

４ その他市長が

必要と認める者 

益田市人権・同和

問題解決推進委員

会 

人権センターが行

う 事 業 並 び に 人

権・同和問題基本

計画の推進、評価

及び見直しその他

必要な事項につい

て協議し、建議す

ること。 

２５人以内 

１ 教育関係者 

２ 社会福祉団体

の代表者 

３ 地域住民の代

表者 

４ 学識経験者 

５ 市職員 

６ その他市長が

特に必要と認め

る者 

２年 出 席 委

員 の 過

半数 

益田地区国営対策

協議会 

市長の諮問に応じ

て、益田地区国営

開発地における農

業振興及び諸課題

の解決並びに国営

益田地区土地改良

事業中長期対策計

画について調査協

議し、及び答申す

ること。 

１５人以内 

１ 学識経験者 

２ 関係団体の代

表者 

３ 関係行政機関

の職員 

２年 出 席 委

員 の 過

半数 

益田市人・農地プ

ラン検討委員会 

戸別所得補償経営

安定推進事業実施

要綱（平成２４年

２月８日付け２３

形成第２９５５号

農林水産事務次官

８人 

１ 島根県農業協

同組合西いわみ

地区本部の職員 

２ 石西地区農業

共済組合の職員 

２年 出 席 委

員 の 過

半数 



依命通知）に基づ

き、地域の中心と

なる経営体（以下

「 経 営 体 」 と い

う。）の確保、経

営体への農地の集

積、経営体とそれ

以外の農業者を含

めた地域農業のあ

り 方 を 記 載 し た

人・農地プランの

策定について検討

すること。 

３ 益田市土地改

良区の職員 

４ 集落営農組織

の構成員 

５ 益田市認定農

業者連絡協議会

の代表者 

６ 畜産業従事者

の代表者 

７ 益田市農業委

員会の委員 

８ 市の職員 

益田市地域公共交

通会議 

地域の実情に即し

た適切な乗合旅客

運送の態様及び運

賃、料金その他必

要と認める事項に

ついて協議し、及

び建議すること。 

１２人以内 

１ 市長又はその

指名する者 

２ 一般乗合旅客

自動車運送事業

者 

３ 一般貸切（乗

用）旅客自動車

運送事業者 

４ 社団法人島根

県旅客自動車協

会の代表者 

５ 住民又は利用

者 

６ 島根運輸支局

長又はその指名

する者 

２年 出 席 委

員 全 員

の賛成 



７ 島根県知事又

はその指名する

者 

８ 一般旅客自動

車運送事業者の

事業用自動車の

運転者が組織す

る団体の代表者 

９ その他交通会

議が必要と認め

る者 

益田市集客交流戦

略会議 

益田市集客交流戦

略計画の素案の策

定並びに交流人口

拡大に向けた集客

戦略及び情報発信

に関する提案をす

ること。 

１５人以内 

１ 益田市、美都、

匹見各観光協会

の代表者 

２ 益田商工会議

所及び同青年部

の代表者 

３ 益田旅館組合

の代表者 

４ 島根県料理業

飲食業生活衛生

同業組合益田支

部の代表者 

５ 益田観光ガイ

ド友の会の代表

者 

６  ANA総合研究

所の代表者 

７ 財団法人島根

１年 出 席 委

員 の 過

半数 



文化振興財団の

代表者 

８ 目的に賛同す

る団体の代表及

び個人 

９ 市の職員 

教育委

員会 

益田市立学校整備

計画審議会 

教育委員会の諮問

に応じ、益田市立

小中学校の整備及

び校区変更等につ

いて審議し、及び

答申すること。 

１５人以内 

１ 識見を有する

者 

２ 保護者の代表

者 

３ 関係諸機関の

代表者 

４ その他教育委

員会が必要と認

める者 

２年 出 席 委

員 の 過

半数 

史跡益田氏城館遺

跡群整備検討委員

会 

教育委員会の諮問

に応じ、史跡益田

氏城館遺跡群の保

存、整備、活用及

び管理に関し必要

と認める事項につ

いて調査審議し、

及 び 答 申 す る こ

と。 

１５人以内 

１ 学識経験者 

２ 益田市文化財

保護審議会委員 

３ 文化庁担当職

員 

４ 島根県教育庁

文化財課担当職

員 

５ その他教育委

員会が必要と認

める者 

２年 出 席 委

員 の 過

半数 

益田市歴史を活か

したまちづくり検

教育委員会の諮問

に応じ、益田市歴

１５人以内 

１ 学識経験者 

２年 出 席 委

員 の 過



討委員会 史文化基本構想の

策定その他歴史・

文化を活かしたま

ちづくりの推進に

関し必要な事項に

つ い て 調 査 審 議

し、及び答申する

こと。 

２ 益田市文化財

保護審議会委員 

３ 文化庁担当職

員 

４ 島根県教育庁

文化財課担当職

員 

５ その他教育委

員会が必要と認

める者 

半数 

水道事

業管理

者 

益田市水道料金審

議会 

市 長 の 諮 問 に 応

じ、水道料金改定

に関する事項を調

査審議し、及び答

申すること。 

１０人 

１  市 民 の 代 表 

６人 

２  学 識 経 験 者 

３人 

３ 市の職員 １

人 

諮問に

係る審

議が終

了する

までの

間 

出 席 委

員 の 過

半数 

 


